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人事行政の運営等の状況の公表 

 

本公表は、地方公共団体が人事行政運営の状況を住民に公表することにより、その公平性及び透明

性を高めることを目的としたものであり、地方公務員法の改正により平成 17 年 4 月 1 日から全ての

地方公共団体において公表が義務付けられているものです。 

人事行政とは、職員の任用、給与、勤務条件、服務、退職管理、研修、福利厚生といった職員に適

用される基準等全般を指します。 

当市では、十和田市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、年に一度 12 月 31 日ま

でに、前年度における人事行政の運営の状況等について公表しています。 
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公表における対象職員について 

 

① 本公表における「職員」とは、別に指定がない限り、一般職に属する職員（臨時的に任用された

職員及び非常勤職員（地方公務員法第 28 条の５第 1 項に規定する短時間勤務の職を占める職員を

除く。）を除く。）を指します。 

 

② 職員数のとらえ方の違いにより、任用、給与、休暇等の各項目における職員数は一致しない場合

があります。 
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１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 

 (1)職員の任免の状況 

 

①新規採用 

職員の採用は、公平性、公正性の観点から、競争試験を原則としています。  （単位：人）                                        

区分 平成 28 年度 平成 29 年 4月 1日 

試

験

採

用 

一般行政職 15 18 

保健師・看護師 1 1 

企業職 25 20 

 内訳 

上下水道 
事務 1  

技師   

病院 

事務 1 2 

技師・薬剤師 5 2 

看護師 18 16 

計 41 39 

その他 医師・県教育職等 9 11 

合 計 50 50 

 

②退職者（平成 28 年度）                         （単位：人） 

区分 定年退職 応募認定退職 自己都合退職等 合 計 

市長部局 14 1 4 19 

議会事務局 1 0 0 0 

監査委員事務局 0 0 0 1 

農業委員会事務局 0 0 1 0 

選挙管理委員会事務局 0 0 0 0 

教育委員会事務局  5 3 2 10 

病院 5 4 12 21 

合 計 25 8 18 51 
注１ 応募認定退職とは、満 45 歳以上の職員で、定年前早期退職募集に応募、認定を経て退職することです。 
注２ 再任用職員の任期満了は含みません。 

 

③再任用 

長年培ってきた知識経験を活用するとともに、60 歳代前半の生活を雇用と年金の連携により支えてい

くことを目的として、定年退職した職員を対象に再任用制度を導入しています。 （単位：人） 

区分 
Ｈ28.4.1 Ｈ29.4.1 

市長部局等 病院 計 市長部局等 病院 計 

再任用者数 15 2 17 19 3 22 

内

訳 

フルタイム勤務 15 2 17 18 2 20 

短時間勤務     1 1 2 
注１ 市長部局等には、病院以外のすべてを含みます。 
注２ 短時間勤務はフルタイム勤務者に比し、1週間当たりの勤務時間の短いものをいいます。 
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(2)職員数に関する状況 

①職員数の推移 

(各年 4月 1 日現在)                              (単位：人) 

年（平成） 

区 分 
22 年 23 年 24 年 25 年 

26 年 

※ 
27 年 28 年 29 年 

一般行政部門・ 

特別行政部門 

職員数 390 383 379 364 362 366 362 358 

増 減  △7 △4 △15 △2 4 △4 △4 

公営企業等会計部門 

(病院除く) 

職員数 69 71 71 69 70 68 68 68 

増 減  2 0 △2 1 △2 0 0 

公営企業等会計部門 

(病院のみ) 

職員数 380 386 393 402 406 401 387 411 

増 減  6 7 9 4 △5 △14 24 

総 計 
職員数 839 840 843 835 838 835 817 837 

増 減  1 3 △8 3 △3 △18 20 
※ 平成 26 年までの職員数は、地方公務員定員管理調査をもとに、教育長を含んだ人数を表示しています。平成
27 年から制度改正により教育長は含まない人数となります。 

 

②部門別職員数                                (単位：人)        

区   分 Ｈ28.4.1 Ｈ29.4.1 増減 主な理由 

普通

会計

部門 

一般

行政

部門 

議 会 6 6   

総 務 99 96 △3 事務の統廃合 等 

税 務 34 34   

民 生 41 46 5 業務増 等 

衛 生 25 25   

農林水産 33 32 △1 事務の民間等委託 

商 工 19 19   

土 木 34 34   

小 計 291 291  
＜参考＞ 

人口１万人当り職員数（平成 28 年度）   45.87 人 

（類似団体の人口１万人当りの職員数   59.93 人） 
特別

行政

部門 

教 育 71 67 △4 事務の統廃合 等 

小 計 362 358 △4 
＜参考＞ 

 人口１万人当り職員数（平成 28 年度）    57.06 人 

（類似団体の人口１万人当りの職員数   80.38 人 

公営企業等 

会計部門 

病 院 387 411 24 欠員補充 

水 道 23 23   

下水道 14 14   

その他 31 31   

小 計 455 479 24  

合計 817 837 20 
＜参考＞ 

 人口１万人当り職員数（平成 29 年度） 133.92 人 
注１ 類似団体とは、市（政令市を除く。）及び町村別に、団体の人口及び第２次・第３次産業人口比率を基準とし

て、総務省において、態様が類似している地方公共団体ごとに作成されている類型のことです。十和田市は、
一般市（Ⅱ－１）に区分されます。 

注２ 職員数は、地方公務員給与実態調査をもとに、教育長を含まない人数を表示しています。 
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③職種別職員数                               （単位：人） 

職 種 名 Ｈ28.4.1 Ｈ29.4.1 増 減 

一般行政職 296 297 1 

税務職 39 39  

医師職 1 0 △1 

医療技術職 1 1  

看護・保健職 20 18 △2 

企業職 
上下水道 37 37  

病院 387 411 24 

技能労務職 25 23 △2 

その他の教育職 11 11  

計 817 837 △20 
  注１ 職種名は、地方公務員給与実態調査における区分です。 
   注２ 医療技術職は、管理栄養士です。 

 

  ④一般行政職の級別職員数 

区分 
標準的な 

職務内容 

Ｈ28.4.1 Ｈ29.4.1 

職員数 

(人) 

構成比 

(％) 

職員数 

(人) 

構成比 

(％) 

１級 主事・技師 59 19.9 61 20.5 

２級 主  査 38 12.8 41 13.8 

３級 主任主査 66 22.3 66 22.2 

４級 係長・主幹 64 21.6 67 22.6 

５級 課長補佐 35 11.8 30 10.1 

６級 課  長 25 8.5 24 8.1 

７級 部  長 9 3.1 8 2.7 

計 296 100.0 297 100.0 
注１ 十和田市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 
注２ 再任用職員（フルタイム勤務）を含んだ人数です。 
 



十和田市人事行政の運営等の状況の公表 

青森県十和田市  4 

 

２ 職員の給与の状況 

 

 (1)人件費（平成 28 年度普通会計決算） 

住民基本台帳人口 

28.12.31 
歳出額（Ａ） 

千円 

実質収支 
千円 

人件費（Ｂ） 
千円 

人件費率

(Ｂ)/(Ａ) 

（参考） 

平成 27 年度 

人件費率 

62,958 人 28,201,008 1,499,547 3,299,469 11.7％ 12.0％ 

注 人件費には、特別職の給料、報酬、共済費等を含みます。 

 

  (2)職員の給与費（平成 28 年度普通会計決算） 

職員数 

Ａ 

給与費（千円） １人当たり 

給与費 

Ｂ／Ａ 

(千円) 

（参考） 
平成27年度１人

当たり給与費 

 (千円) 
給料 職員手当 

期末・ 

勤勉手当 

計 

Ｂ 

362 人 1,315,986 200,438 466,523 1,982,947 5,477 5,646 

注１ 職員数は、平成 28 年 4月 1日現在です。 
注２ 職員手当には退職手当を含みません。 

 

(3)職員の平均給料月額・平均給与月額及び平均年齢（平成 28 年 4月 1 日現在) 

区分 

一般行政職 技能労務職員 

平均年齢 平均給料月額 
平均給与月額 

（国ベース） 
平均年齢 平均給料月額 

平均給与月額 

（国ベース） 

十和田市 41.5 歳 302,400 円 327,205 円 57.3 歳 332,500 円 344,820 円 

青森県 43.4 歳 326,000 円 357,494 円 49.3 歳 301,800 円 324,644 円 

国 43.6 歳 331,816 円 410,984 円 50.4 歳 287,447 円 329,358 円 

類似団体 42.5 歳 320,058 円 350,303 円 50.6 歳 314,663 円 331,800 円 

注１ 「平均給料月額」とは、平成28年4月1日現在における各職種の職員の基本給の平均です。 

注２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのす 
べての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものですが、

「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含
まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。 

 

(4)職員の初任給（平成 28 年 4月 1 日現在） 

区分 十和田市 県 国 

一般行政職 
大学卒 176,700 円 176,700 円 176,700 円 

高校卒 144,600 円 144,600 円 144,600 円 

  

  (5)職員の経験年数別・学歴別平均給料月額（一般行政職） 

経験年数 
Ｈ28.4.1 Ｈ29.4.1 

大学卒 高校卒 大学卒 高校卒 

7 年以上 10 年未満 229,400 円 194,700 円 228,500 円 193,900 円 

10 年以上 15 年未満 267,200 円 224,900 円 265,900 円 233,600 円 

15 年以上 20 年未満 316,100 円 287,000 円 319,200 円 246,100 円 

注 経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいいます。 
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(6)職員手当 

①期末・勤勉手当（平成 28 年度） 

十和田市 国(参考) 

 期末 勤勉  期末 勤勉 

6 月期 1.175 月分 0.75 月分 6 月期 1.225 月分 0.8 月分 

12 月期 1.325 月分 0.8 月分 12 月期 1.375 月分 0.9 月分 

計 
2.50 月分 

（1.4 月分） 

1.55 月分 

（0.75 月分） 
計 

2.60 月分 

（1.45 月分） 

1.7 月分 

（0.8 月分） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 

 注 （ ）内は再任用職員に係る支給割合です。 

 

  ②退職手当（平成 28 年度） 

十和田市 国（参考） 

区分 自己都合 応募認定・定年 区分 自己都合 応募認定・定年 

勤続 20 年 20.445 月分 25.55625 月分 勤続 20 年 20.445 月分 25.55625 月分 

勤続 25 年 29.145 月分 34.5825 月分 勤続 25 年 29.145 月分 34.5825 月分 

勤続 35 年 41.325 月分 49.59 月分 勤続 35 年 41.325 月分 49.59 月分 

最高限度額 49.59 月分 49.59 月分 最高限度額 49.59 月分 49.59 月分 

（調整額） 

職員の在職区分に応じて算出される額 

（その他の加算措置） 

定年前早期退職特例措置(2～45%加算) 

１人当たり平均支給額  15,464 千円 

（調整額） 

職員の在職区分に応じて算出される額 

（その他の加算措置） 

定年前早期退職特例措置(3～45%加算) 

注１ 退職手当の支給率は、青森県市町村職員退職手当組合退職手当条例の規定によるものです。 

注２ 退職手当の一人当たり平均支給額は、平成 28 年度に退職し、退職手当が支給された全職種にかかる職員に支

給された平均額です。 

注３ 退職手当の支給率は、平成 29 年 3月 31 現在のものです。 

 

③時間外勤務手当（平成 28 年度普通会計決算） 

支給実績 85,647 千円 

１人当たり平均支給年額 268 千円 

  注 職員一人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、当該年度の 

４月１日現在の普通会計総職員数（管理職員を除く。）です。 

 

④地域手当（平成 28 年度普通会計決算） 

 

 

 

 

 

⑤特殊勤務手当 

支給実績（平成 28 年度普通会計決算） 

550  千円  

 
医師職               300   千円  

その他の職員                        250   千円  

支給実績 100 千円 

支給対象 支給率 
国の制度 

（支給率） 

医師 15.5  ％ 16 ％ 
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職員全体に占める手当支給職員の割合 

（平成 28 年度普通会計決算） 
8.6    ％  

手当の種類（公営企業以外） ７ 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
左記職員に対する

支給単価 

支給

実績 

感染症防疫作業手当 感染症防疫に従事する職員 感染症患者若しくは感染症の病原体の付着の

危険がある物件の処理作業に従事したとき 
日額 290 円  

福祉業務手当 健康福祉部福祉課に勤務す

る職員 

生活保護に関する現業事務 
日額 230 円 有 

市税徴収手当 職員 専ら市税の徴収事務（滞納処分を含む。）に従

事したとき 
日額 210 円 有 

行旅死亡人等処置手当 職員 行旅死亡人又は施設に入所している者が死亡

したときにその処置に従事した場合 
１体につき 2,000円  

用地取得交渉手当 用地取得交渉業務主管課職

員及び用地取得のための交

渉の業務に従事する職員 

用地取得のための交渉の業務に従事した場合 

日額 470 円 有 

診療手当 十和田湖診療所に勤務する

医師 

診療業務 
月額 300,000 円 有 

使用料等収納手当 職員 外勤して使用料、手数料、分担金その他の税

外諸収入金を収納した場合 
日額 200 円 有 

 

⑥その他の手当 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度

との異同 

国の制度と 

異なる内容 

管理職手当 

管理又は監督の地位にある職員の職のうちその特殊性に基づき支給 

異 支給額を減額 
規定額 

部長級 77,400 円 

課長級 62,300 円 

初任給調整手当 医師として採用された職員に対し経験年数に応じ月額366,700円の範囲内で支給 同  

扶養手当 

配偶者     13,000 円 

同  

配偶者以外 

 
１人目 

配偶者有 6,500 円 

配偶者無 11,000 円 

２人目以降 １人につき 6,500 円 

15 歳に達する日後の最初の 4 月 1 日から 22 歳に達する日以後の最初の 3 月 31

日までの間にある子に加算となる額 １人につき 5,000 円 

住居手当 
自ら居住するため住宅を借受け、月額 12,000 円を超える家賃を支払っている職

員（最高 27,000 円） 
同  

休日勤務手当 祝日等の勤務１時間につき、勤務１時間当りの給与額の 135/100 同  

夜間勤務手当 正規の勤務時間として午後 10 時から翌日の午前５時までの間に勤務する職員に

支給   勤務 1時間につき、勤務 1時間当りの給与額の 25/100 
同 

 

宿日直手当 一般の宿日直  4,200 円 等 同  

管理職員特別勤務

手当 

管理職手当の支給を受ける職員が、臨時又は緊急の必要その他公務の運営の必要

により休日等に勤務した場合及び災害への対応等のため平日深夜に勤務した場

合に支給  管理職手当の区分に応じ、１回につき 2,000 円～12,000 円 

異 

支給区分 

及び 

支給額 

寒冷地手当 毎年 11 月から翌年３月までの各月に在勤する職員に支給 

同 

 

 世帯主で扶養親族のある職員   17,800 円 

世帯主で扶養親族のない職員   10,200 円 

その他の職員 7,360 円 

通勤手当 交通機関等（バス等）利用者の支給限度額  55,000 円 

同 

 

交通用具（自動車等）利用者の支給額 

使用距離（2ｋｍ以上）に応じ、2,000 円～ 31,600 円 

単身赴任手当 異動等により単身で生活する職員に支給 支給限度額 100,000 円 同  

災害派遣手当 災害応急対策又は災害復旧のために十和田市に派遣された職員に支給。 

滞在期間に応じ、１日 3,970 円～6,620 円 
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職員の人件費抑制について、次の人件費抑制を行いました。 

 

○ 管理職手当を職種により、規定額の 30～35％を減額 

 

○ 国の給与制度の総合的見直しの内容を踏まえ、一般行政職について給料表の平均

２％の引下げを実施。 

（激変緩和のため、平成 31 年３月 31 日までの経過措置を実施。） 

 

 

 

 (7)特別職の報酬等 (平成 28 年度) 

区  分 月  額 期末手当 

給料 

市長 861,000 円 

＜平成28年度支給割合＞ 
６月期  1.45 月分 

１２月期  1.60 月分 

計   3.05 月分 

副市長 700,000 円 

教育長 631,000 円 

病院事業管理者 690,000 円 

報酬 

議長 450,000 円 

副議長 391,500 円 

議員 362,000 円 
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３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

(1)一般職員の 1週間の勤務時間等 （平成 29 年４月１日現在） 

勤務時間（休憩時間を除く） 8：30～17：15 

休憩時間 12：00～13：00 

週休日 土曜日、日曜日 

休日 国民の祝日、12/29～1/3 

注 勤務場所及び職種により、勤務時間、週休日が異なる場合があり、それぞれに勤務時間等を定めています。 

  

(2)休暇の概要（平成 29 年４月１日現在） 

休暇の区分 概 要 

年次有給休暇 有給 1 年につき 20 日（翌年に 20 日を限度として繰越可能） 

病気休暇 有給 
負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ないと認められる場合、

医師の診断書に基づき必要と認めた 90 日の範囲の期間（特定疾病による特例あり） 

特別休暇 有給 

選挙休暇 選挙権その他公民としての権利を行使する場合、必要と認められる期間 

裁判員休暇 裁判員等として裁判所等へ出頭する場合、必要と認められる期間 

骨髄休暇 
骨髄移植のための骨髄液の提供希望者として、入院等をする場合、必要と認めら

れる期間 

ボランティア休暇 
職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで次に掲げる社会に貢献する活動を行う場

合、5日の範囲内の期間等 

結婚休暇 結婚する場合、5日の範囲内の期間 

産前休暇 
8 週間以内に出産する予定である女性職員が申し出た場合、出産の日までの申し

出た期間 

産後休暇 女性職員が出産した場合、翌日から 8週間を経過する日までの期間 

育児休暇 
生後満1年に達しない子を育てるため女性職員が申し出た場合又は男性職員が生

後 1年に満たない子を育てる場合、1日 2回それぞれ 30 分以内の申し出た期間 

生理休暇 
生理日において勤務することが著しく困難である女性職員が申し出た場合、申し

出た必要な期間 

配偶者出産休暇 妻が出産する場合、3日の範囲内の期間 

育児参加休暇 

妻が出産する場合であって、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に達するま

での子を養育する職員が、これらの子の養育のため勤務しないことが相当である

場合、5日の範囲内の期間 

子の看護休暇 
中学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、その子の看護のため勤務

しないことが相当であると認められる場合、5日～10 日の範囲内の期間 

短期介護休暇 
要介護者の介護その他の世話を行う職員が、当該世話を行うために勤務しないこ

とが相当であると認められる場合、5日～10 日の範囲内の期間 

服忌休暇 親族の喪に服する場合、親族に応じ定める日数の範囲内の期間 

祭日休暇 
父母、配偶者及び子の追悼のための特別な行事を行い又はこれに参加する場合、

1日の範囲内の期間 

夏季休暇 
夏季における盆等の諸行事を行い若しくはこれに参加し、又は心身の健康の維持

及び増進若しくは家庭生活の充実を図る場合、4日の範囲内の期間 

妊婦通院休暇 
妊娠中の女性職員が保健指導又は健康診査を受ける場合、正規の勤務時間の範囲

内で必要と認められる期間 

住居復旧休暇 
地震、水害、火災その他の災害により職員の現住居が滅失し、又は損壊した場合、

7日の範囲内の期間 

出勤困難休暇 
地震、水害、火災その他の災害又は交通機関等の事故等により出勤することが困

難である場合、必要と認められる期間 

危険回避休暇 
地震、水害、火災その他の災害時において、職員が退勤途上における身体の危険

を回避する場合、必要と認められる期間 

介護休暇 無給 
配偶者等で負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障があるものの介護をするため、勤務

しないことが相当であると認められる場合、6月の期間内で必要な期間 

組合休暇 無給 
登録された職員団体の役員等の構成員として、正規の勤務時間中当該団体の業務に従事する場合

等、30 日の範囲内 
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(3)年次有給休暇の取得状況（平成 28 年） 

年次有給休暇は、原則1年度に20日取得できますが、その年度に取得しなかった年次有給休暇の日数は、

20 日を限度に翌年へ繰り越すことができます。 

対象職員数 平均取得日数 消化率 

258 人 11.9 日 31.2％ 
注 対象職員数は、一般職員（企業職員及び技能労務職員除く）であり、対象期間中の中途採用者、退職者、育児
休業や休職の事由がある職員などを除いたものです。 

 

(4)育児休業等の取得状況（平成 28 年度） 

育児休業に関する制度は、3 歳未満の子を養育するため休業することができる「育児休業制度」と、小

学校入学までの子を養育するため、1 日の勤務時間のうち 2 時間を超えない範囲内で勤務しないことがで

きる「部分休業制度」、同じく小学校入学までの子を養育するため、週 20 時間～25 時間の勤務時間を選択

できる「育児短時間勤務制度」があります。 

 育児休業 部分休業 育児短時間勤務 

男性職員 ０人 １人 ０人 

女性職員 39 人 ５人 13 人 
  注 平成 28 年度中において、育児休業等を利用（平成 28 年度に新たに取得した者及び平成 27 年度以前から引き続

き利用している者）した職員数です。 
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４ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 

(1)分限処分者数（平成 28 年度） 

職員が一定の事由に該当する場合に、地方公務員法第 27 条及び第 28 条の規定に基づいて行った分限処

分です。 

（人） 

処分事由 降任 免職 休職 計 

勤務成績が良くない場合      

心身の故障の場合   8  8 

職に必要な適格性を欠く場合      

職制、定数の改廃等により廃職又

は過員を生じた場合 

     

刑事事件に起訴された場合       

計   8 8 

注 平成 28 年度中に処分発令をした人数を表示しています。 
降任：現在就いている職より下位の職に任命する処分 
免職：職員の意に反してその身分を失わせる処分（退職手当の支給あり） 
休職：職員としての職を保有したまま、一定期間職務に従事させない処分（一部給料支給あり） 

 

(2)懲戒処分者数（平成 28 年度） 

職員が一定の事由に該当する場合に、地方公務員法第 29 条の規定に基づいて行った懲戒処分です。 

（人） 

処分事由 戒告 減給 停職 免職 計 

法令に違反した場合      

職務上の義務に違反し又は職務を

怠った場合 
     

全体の奉仕者たるにふさわしくな

い非行のあった場合 

（道路交通法違反） 

1     1  

計 1     1  

 注 平成 28 年度中に処分発令をした人数です。 
戒告：職員の義務違反を確認するとともに、その将来を戒める処分 
減給：一定期間、職員の給料を減額して支給する処分 
停職：一定期間を職務に従事させない処分（無給） 
免職：職員からその職を失わせる処分（退職手当の支給なし） 
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５ 職員の服務状況 

地方公務員法では、「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に

当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」という服務の根本基準が規定されています。 

また、同法では、法令等及び上司の職務上の命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、秘密を守る義務、職

務に専念する義務、さらに政治的行為の制限等に関する規定の遵守が求められています。 

服務規律の遵守については、職員研修や文書通知などにより、機会あるごとに周知徹底を図り、綱紀の粛

正及び服務規律の徹底に努めています。 

 

(1)服務規律の確保等のための主な文書通知（平成 28 年度） 

 ○利害関係者との接触等の注意（４月・８月） 

 ○政治的中立性の確保（６月・１月） 

 ○業務適性化等の徹底（６月・９月・１月） 

 

(2)職務専念義務の免除 

地方公務員法第 35 条の規定により、職員には、法律または条例に特別の定めがある場合を除き、その勤

務時間中、職務に専念する義務が課せられています。 

例外的に職務専念義務が免除される場合の主な例は次のとおりです。 

法律に定めがある場合 条例に定めがある場合 

○分限休職処分を受けた場合（地方公務員法） 

○育児休業または部分休業をする場合（地方公務

員の育児休業等に関する法律 等） 

 

○研修を受ける場合 

○厚生に関する計画に参加する場合 

 人間ドック、定期健診 等 

○その他任命権者が定める場合 

スポーツ大会審判 等 

 

(3)職員の営利企業等従事の新規許可（平成 28 年度） 

地方公務員法第 38 条の規定により、職員は、任命権者の許可を得なければ、営利企業の役員等へ就任す

ること、自ら営利企業を営むこと及び報酬を得て事業に従事することができません。 

当市では、職員から営利企業等への従事について申請があった場合には、次に掲げる基準をすべて満た

している場合に限り、これらを許可しています。 

○職員の占めている職と営利企業との間に特別な利害関係又はその発生のおそれがない場合 

○営利企業に従事しても職務の遂行に支障がないと認められる場合 

○地方公務員法の精神に反しないと認められる場合 

区分 許可件数 主な内容 

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会

社その他の団体の役員、顧問、評議員その他これらに

準ずる地位を兼ねる場合 

1 件 市の出資する株式会社の非常

勤役員 （無給） 

自ら営利を目的とする私企業を営む場合 0 件  

報酬を得て事業又は事務に従事する場合 50 件 審議会委員、町内会活動 等 

計 51 件  
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６ 職員の退職管理の状況 

 十和田市職員の退職管理に関する条例（平成 28 年条例第９号）第３条の規定に基づき、平成 28 年度に届

出のあった再就職の状況は次のとおりです。 

（人） 

退職年度 職 種 

再就職先 

計 非営利法人 
営利法人 自営業 

 (うち市出資あり) 

平成 27 年度 
一般行政職 ７ (２) ２  ９ 

企業職 １  ２  ３ 

平成 28 年度 
一般行政職 １    １ 

消防職    １ １ 

計  ９ (２) ４ １ 14 

 

７ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

(1)職員研修（平成 28 年度） 

職員の勤務能率の発揮及び増進のために各種研修を行っています。 

研修後は、レポート周知等で庁内へのフィードバック等に努めています。 

① 職場内研修 

 職員研修（ＯＪＴ）、業務マニュアルの作成 

② 職場外研修（研修計画に基づくもの）                        （人） 

区分 研修名 参加者数 

一般研修 

新採用研修 

新任係長研修 

地域力創造研修（定住自立圏共生ビジョン交流事業） 

市長と若手職員との懇談 

庁内研修 

女性職員リーダー研修（定住自立圏共生ビジョン交流事業） 

キャプテンシー研修（定住自立圏共生ビジョン交流事業） 

タイムマネジメント研修（定住自立圏共生ビジョン交流事業） 

リスクマネジメント研修（定住自立圏共生ビジョン交流事業） 

ハラスメント防止研修（定住自立圏共生ビジョン交流事業） 

採用 1年目に係る副市長研修 

 

※うち定住立圏構成市町村職員 

42  

15  

30  

11  

18  

21  

16  

20  

19  

32  

17  

延べ 241  

12  

派遣研修 

青森県自治研修所 

基本研修（新採用・主事技師・主査・主幹・課長等） 

ロジカルシンキング 

ロジカルプレゼンテーション 

法制執務 

ＯＪＴの進め方 

クレーム対応 

リスクマネジメント 

ＷＩＮ－ＷＩＮの交渉術 

女性職員キャリアビジョン 

ダイバーシティマネジメント 

タイムマネジメント 

わかりやすい話し方・説明のしかた 

フォロワーシップ 

―― 計 149―― 

82  

2  

7  

11  

1  

3  

2  

1  

1  

2  

 4  

2  

3  
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地域力創造 

政策法務 

カウンセリングマインド 

管理職員接遇研修 

市町村税務新任者研修 

市町村税務徴収研修 

橋梁設計研修 

市町村民税研修 

市町村選挙管理事務研修 

市町村固定資産税研修 

市町村財務事務研修 

東北自治研修所―――――――――――――――――――――― 

政策法務研修 

少子・高齢社会の政策戦略コース 

公共施設のアセットマネジメントコース 

 政策形成コース 

市町村職員中央研修所 ――――――――――――――――――― 

固定資産税課税事務（土地） 

上下水道事業の経営管理 

住民税課税事務 

新時代の地方公営企業の経営 

自治体リーダーステップ講座 

国際文化アカデミー ―――――――――――――――――――― 

 自治体職員のためのマーケティングの基本 

滞納整理の実践とマネージメント 

生涯学習によるまちづくりを考える 

災害発生時のマネジメント～対策本部の運営～ 

全国建設研修センター ――――――――――――――――――― 

土木工事監督者 

道路設計演習 

公共工事契約事務 

交通まちづくり 

コンクリート構造物の維持管理・補修 

会計検査指摘事例から学ぶ 

電源地域振興センター ――――――――――――――――――― 

市民との協働による地域づくりに向けて 

地域農業の活性化を学ぶ 

地域特産品のブランド化支援 

日本下水道事業団 ――――――――――――――――――――― 

 管きょ設計Ⅰ（実施設計コース） 

 排水設備工事の実務（実施設計コース） 

 下水道事業における地震対策（計画設計コース） 

 推進工法（実施設計コース） 

 接続・水洗化促進と情報公開（経営コース） 

研修提案制度による研修 ―――――――――――――――――― 

政策形成能力向上研修 

臨時・非常勤職員および任期付職員の任用と管理実務セミナー 

健康で働きやすい職場づくりのためのﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽの基本と法知識 

第５回ＰＲＥ／ＦＭ研修会 

平成 28 年度市町村保健師管理者能力育成研修 

契約事務（リース・レンタル・業務委託コース） 

議会常任委員会 視察同行研修 

人事管理研修会 

青森県都市職員海外研修 

1  

9  

5   

1  

6  

2  

1  

2  

1  

2  

1  

――― 計 4―― 

1  

 1  

1  

1  

――― 計 5―― 

1  

1  

1  

1  

1  

――― 計 4―― 

1  

1  

1  

1  

――― 計 6―― 
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市町村戸籍事務従事者中級研修 

定住自立圏共生ビジョン対象研修 ―――――――――――――― 

三沢市主催 

おもてなし実践講座 

 三沢市スポーツフォーラム 

六ヶ所村主催 

 接遇研修 

 財務事務研修 

 地方自治制度研修 

おいらせ町主催 

 困難クレーム応対研修 

電話応対コンクール 

同県大会出場者 

 

―――― 3―― 

―― 計 19――
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延べ 221 

  

(2)職員の人事評価の実施状況 

平成 26 年の地方公務員法改正により、平成 28 年度から人事評価制度を実施することとなりました。平

成 28 年度は従来の勤務評定と併せて人事評価を実施しました。平成 29 年度の当市で実施している人事評

価の概要は次のとおりです。 

制度概要 ■能力評価 

 評価項目ごとに定める着眼点に基づき、職務遂行の過程において発揮された職員の能力を客観的

に評価する。 

■業績評価 

 職員があらかじめ設定した業務目標の達成度により、その業務上の業績を客観的に評価する。 

対象職員 一般職の職員（他の地方公共団体等への派遣、研修その他の事情により評価の実施が困難である職

員の評価については、別途定める。） 

評価期間 
 ■能力評価 

■業績評価 

前期 後期 

評価基準日 ９月１日 ９月１日 ２月１日 

対象期間 10 月１日～翌年９月 30 日 ４月１日～９月 30 日 10月１日～翌年３月31日 

評価基準 ■能力評価（総合評価） 

 

■業績評価（総合評価） 

 
 

評語 内容 

Ｓ 現在の職位で期待・要求される水準を大きく上回り非常に優れていた。 

Ａ 現在の職位で期待・要求される水準を上回り非常に優れていた。 

Ｂ 現在の職位で期待・要求される水準を概ね満たしていた。 

Ｃ 現在の職位で期待・要求される水準を下回り劣っていた。 

Ｄ 現在の職位で期待・要求される水準を大きく下回り著しく劣っていた。 

評語 内容 

Ｓ 今期当該ポストに求められた期待水準を大きく上回る役割を果たした。 

Ａ 今期当該ポストに求められた期待水準以上の役割を果たした。 

Ｂ 今期当該ポストに求められた期待水準を概ね期待水準どおりに果たした。 

Ｃ 今期当該ポストに求められた期待水準を下回る役割しか果たさなかった。 

Ｄ 今期当該ポストに求められた期待水準を大きく下回る役割しか果たさなかった。 

評 価 結 果

の活用 

 被評価者の任用その他の人事管理の基礎として活用するほか、被評価者の人材育成に積極的に活

用するよう努める。 

その他 ・人事評価及び評価結果に対する相談体制を整備 

・評価者研修を実施 
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８ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

(1)健康診断等 

定期職員健康診断等及び産業医による健康相談を行っています。また、職員の時間外勤務時間が一定の

基準を超過した場合、過重労働による健康障害防止のため、産業医による面接指導を行っています。 

  ①職員健康診断等（平成 28 年度）                            （人） 

区分 
受診者・受検者数 

市長部局等 病院事業 

定期健康診断（雇入時含む） 429 328 

人間ドック（共済組合助成事業） 191 209 

ストレスチェック 404 490 
注１ 市長部局等には、市長が所管する事務部局のほか、議会・教育委員会・農業委員会・選挙管理委員会・監査委 

員事務局、上下水道部を含みます。 
注２ 非常勤職員等も含めた人数です。 
注３ 上記以外に、安全衛生推進法に基づく特定業務健康診断等を実施しています。 
 

②産業医による健康相談等（平成 28 年度） 

  ７件（市長部局等） 

   長時間労働面接指導、健康診断結果相談、メンタルヘルス関係相談等 

 

 

 (2)公務災害補償 

公務上又は通勤による災害（負傷、疾病、障害又は死亡）を受けた職員には、地方公務員災害補償法に

基づき、その災害によって生じた損害が補償されます。 

市職員における災害の認定及び補償については、地方公務員災害補償基金青森県支部が行っており、平

成 28 年度は次のとおりの結果となりました。 

   ◆発生件数                    （件） 

 

  

 

 

 

(3)福利厚生 

職員の福利厚生については、職員相互の親睦と福利の増進を目的として市職員及び一部事務組合職員で

運営する十和田市職員互助会が主体となって実施しており、平成 28 年度には人間ドック検診助成、職場健

康交流事業助成、十和田市秋まつり参加等の活動を行っています。 

なお、職員互助会の運営は、会員の会費だけで行っており、当市からの補助金はありません。 

   平成 29 年 4 月 1日 会員数  1,020 人 

    十 和 田 市 役 所     842 人 

    十和田地域広域事務組合     174 人 

    十和田地区環境整備事務組合      4 人 

 

区 分 一般職員 非常勤職員等 計 

公務災害 ３ ２ ５ 

通勤災害 ０ ０ ０ 

計 ３ ２ ５ 
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(4)職員の利益の保護 

当市では、地方公務員法第 8 条第 2 項に規定されている公平委員会の事務を、地方公務員法第 7 条第 4

項を根拠に青森県人事委員会へ事務委託しています。 

 

公平委員会の事務 

○職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査し、判定し、及び必要な措置を執

ること。 

○職員に対する不利益な処分についての不服申立てに対する裁決をすること。等 

 

なお、平成 28 年度において給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求及び不利益処分に関す

る不服申し立て及び係属事案はありません。 


